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1. 概要 

本資料は，原子炉建屋の設計体系における補助壁の取扱いについて，既工認時及び今

回工認における考え方を整理するものである。 
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2. 既工認時における考え方 

原子炉建屋は，既工認時において，耐震壁（外壁，RCCV 及び中間壁）以外の壁を間仕

切壁として，以下のように分類して設計している。 

 

・Ａクラス相当の壁 

・Ｂクラス相当の壁 

 

Ａクラス相当の壁としては二次格納施設を構成する壁が該当し，その他の間仕切壁が

Ｂクラス相当の壁に該当する。上記の壁については，建屋剛性として振動諸元には考慮

せずに地震応答解析を実施し，地震応答解析結果に基づく動的地震力及び静的地震力よ

り算定される耐震壁の設計用地震力から，間仕切壁の分類に応じた設計用地震力を設定

して設計している。 

既工認時における間仕切壁の設計フローを図 2－1 に示す。 
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注記＊1：基準地震動Ｓ１により算定される動的地震力並びに層せん

断力係数 3.0Ｃｉ及び地下部分の水平震度Ｋより算定され

る静的地震力を包絡して設定した値。 

  ＊2：耐震壁のせん断断面積。 

 

図 2－1 間仕切壁の設計フロー（既工認時） 
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3. 今回工認における考え方 

3.1 地震応答解析における考え方 

今回工認においては，地震時の挙動をより実応答に近い形で評価するため，地震応

答解析モデルで考慮する建屋剛性に，建設工認時には耐震要素として考慮しなかった

が，実際には耐震要素として考慮可能であると考えられる壁を補助壁として考慮し，

地震応答解析を実施している。 

補助壁の選定に当たっては，「工事計画に係る説明資料（建屋・構築物の地震応答

計算書）」のうち「原子炉建屋の地震応答計算書に関する補足説明資料」の別紙 1-3

「地震応答解析モデルにおける補助壁の評価方法について」に示すとおり，「原子力

施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005 制定）」を参

考としている。具体的な選定プロセスを図 3－1 に示す。また，選定した補助壁の例を

図 3－2 に示す。 

また，今回工認における地震応答解析は，建屋の非線形性を考慮した弾塑性時刻歴

応答解析としている。その際に，補助壁については「原子力発電所耐震設計技術指針 

ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-

1991 追補版」という。）で評価される第 1 折点で降伏する，完全弾塑性型のせん断ス

ケルトン曲線で評価しており，保守的な設定としている。せん断スケルトン曲線の概

念図を図 3－3 に示す。 

以上より，今回工認の地震応答解析において，地震時の挙動をより実応答に近い形

で評価するため，建屋剛性として補助壁のせん断剛性を考慮しているが，補助壁のせ

ん断耐力については保守的となるように設定している。 
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図 3－1 補助壁の選定プロセス 
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図 3－2 補助壁の考慮範囲の例（B3F，T.M.S.L.-8.2m）（単位：m） 

 

 

 
(a) 耐震壁 

 
(b) 補助壁 

図 3－3 せん断スケルトン曲線の概念図 
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3.2 耐震評価における考え方 

今回工認における補助壁の基準地震動Ｓｓに対する地震力（以下「Ｓｓ地震時」と

いう。）及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方

の地震力（以下「Ｓｄ地震時」という。）に対する評価についての考え方を以下に示

す。また，今回工認における補助壁の耐震評価フローを図 3－4 に示す。 

 

3.2.1 Ｓｓ地震時に対する評価 

Ｓｓ地震時に対する評価については，今回工認において選定した補助壁は，耐

震壁に対する評価と同様に，層としてのせん断ひずみが 2.0×10-3以下であること

を確認している。なお，層のせん断ひずみは，Ⅴ-2-2-2「原子炉建屋の耐震性に

ついての計算書」に示すとおり，最大で 0.679×10-3 となっている。 

 

3.2.2 Ｓｄ地震時に対する評価 

Ｓｄ地震時に対する評価については，「工事計画に係る説明資料（建屋・構築

物の耐震性についての計算書）」のうち「原子炉建屋の耐震性についての計算書

に関する補足説明資料」の別紙 4「原子炉建屋の既工認時の設計用地震力と今回

工認における静的地震力及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力の比較」に示す

とおり，層せん断力について，今回工認におけるＳｄ地震時が既工認時の設計用

地震力を下回ることを確認している。 

なお，「工事計画に係る説明資料（建屋・構築物の地震応答計算書）」のうち

「原子炉建屋の地震応答計算書に関する補足説明資料」の別紙 3-2「材料物性の

不確かさを考慮した地震応答解析結果」に示す弾性設計用地震動Ｓｄに対する地

震応答解析結果において，層に生じるせん断応力度が，ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版により評価されるせん断スケルトンの第 1 折点のせん断応力度より小さい

ことが確認できる。 
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図 3－4 補助壁の耐震評価フロー（今回工認） 
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4. まとめ 

原子炉建屋の設計体系における補助壁の取扱いについて，既工認時及び今回工認にお

ける考え方を整理した。 

既工認時は，建屋剛性として振動諸元には考慮せずに地震応答解析を実施しており，

分類に応じた設計用地震力に対して設計していることを確認した。 

今回工認では，建屋剛性としてせん断剛性を考慮して地震応答解析を実施しており，

Ｓｓ地震時に対しては耐震壁と同様に評価し，Ｓｄ地震時に対しては既工認時の設計用

地震力を下回ることを確認した。 

 


